
 平成１８年度第１回協働支援会議        平成 18 年４月７日午後２時 00 分 

区役所本庁舎６階第３委員会室 

出席者 久塚委員、宇都木委員、鈴木委員、伊藤（清）委員、小原委員、伊藤（圭）委員 

中山区長、野口地域文化部長 

事務局（河原地域調整課長、寺尾コミュニティ係主査、梅本主任、鈴木（浩）主任）    

         

 事務局（河原課長） 定刻になりましたので、平成１８年度第１回新宿区協働支援会議

を始めさせていただきます。 

 まず、早速でございますけれども、区長の中山からごあいさつをさせていただきます。 

 中山区長 皆さん、こんにちは。区長の中山弘子です。本日は、平成１８年度の第１回

目の協働支援会議でございます。開会に当たりましてごあいさつ申し上げます。 

 委員の皆様には、本当にご多忙のところ、協働支援会議委員をお引き受けいただきまし

てありがとうございます。また、先日は、協働事業評価制度と協働事業提案制度の報告書

をいただきまして、ありがとうございます。改めて御礼申し上げます。ご審議いただいた

内容は、早速、本年度からそれを反映させて、スタートさせていただきます。今後も、区

政を支える中心的な事業になるように私ども取り組んでまいりたいと思いますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。 

 そして、今年度の会議では、昨年に引き続きまして、協働推進基金を活用したＮＰＯ活

動資金助成の審査を初め、区民の皆さんやＮＰＯ事業者の方々と区との協働を推進する過

程で生じるさまざまな問題に対して協議をしていただき、ご意見をいただくということに

なります。そしてまた今年度は、報告書でご提出いただいた「協働事業提案制度」につい

ては、ＮＰＯ等からご提案いただいた内容について委員の皆さんに審査をお願いすること

と、また、「協働事業評価制度」につきましても、１７年度の各事業について協働の視点か

ら評価をお願いしたいと思います。今年度の会議の審議内容が質・量ともに大変大きくな

ってきていますが、何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 区では、前にもお伝えしたかと思いますが、各特別出張所の管内ごとに区民やＮＰＯや

事業者の皆様の区政参画の場として、また地域問題を解決していく場ということで、昨年

の１０月に各地区に地区協議会を立ち上げて、現在活動が始まっています。また、新宿区

の基本構想の見直しと基本計画、また都市マスタープランの策定に当たりまして、大規模

な区民参画でこの計画策定を行っていくというようなことで、新宿区民会議というのを、
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今活動を開始しておりますけれども、これについては６つの分科会で、昨年の６月から議

論を重ねてきて８カ月を経たということで、先日、２月ですけれども、中間報告が行われ

ました。 

 実はこの区民会議は１００人規模のということで募集を行いましたが、長い間活動して

いく中で１００人規模というのは、２００人の方においでいただかないと１００人規模の

議論はできないだろうなということで、多くの方をということで、私も地域を回りまして、

多くの皆さんに呼びかけをしたのですけれども、大変うれしいことに３７６名の方にご応

募いただいて、現在、約半数の方々が常時活動しているというふうなことで、今、新宿区

民会議としての基本構想の見直しと新基本計画、それから新都市マスタープランの策定に

ついてのご協議をいただいておりますことをとてもうれしく思っております。この委員の

皆さんにもご参加いただいていることをとてもありがたく思っております。 

 この区民会議からは６月に提言をいただくことになっています。そのような形で、今、

区は、いわゆるかたい言葉で言えば、住民自治を拡充していくということが、私たちが今

直面している私たちの地域課題というのを考えると、どうしても必要だというふうなこと

で、こういった仕組みをつくってきていますけれども、この仕組みというのは、この協働

支援会議の中で新しい地域の担い手をつくっていくということ、とまさにつながっている

ことであると思っております。そうしたことで、区ではそういった「みんなでまちを担う

仕組み」としての自治のあり方ということをいろいろと議論していきたいと思っています

けれども、その大きな担い手であるＮＰＯ等、こういった区と協働を進める主体的な担い

手をぜひ育てていきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 そして、区が目指しておりますのは、今、いろんな形でお話ししておりますのは、今の

安全・安心というのを基礎的なベースに置きながら、私たちの地域における活動、暮らし

やすさであるとか、にぎわいや文化性といったような、そういった地域で、一言で言えば、

区ではそれを「歩きたくなるまち新宿～持続可能な都市を目指して～」というようなこと

で言っていますけれども、「持続可能な」ということをどういうふうに考えていくかという

のは非常に重要であると思っていまして。そういう意味では、今後のまちづくりのあり方

というのを、私たちの今まで前提としてきた社会制度がいろんな意味で制度疲労を起こし

ている。それは、少子高齢社会であるとか人口減少社会という中で直面していることとい

うこと、現実を見据えて多くの人たちが担い手になっていく社会づくりというようなこと。

それから、豊かになったということを本当にプラスイメージとしてとらえられるような、
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そういったまちづくりというのはやはり、それぞれが参画して担い手になるまちづくりで

なければできないだろう、そんな思いでこの協働支援会議についても期待をしているとこ

ろです。 

 そして、現在の新宿区の登録ＮＰＯの登録数が４２団体になったという中で、さまざま

な場において意見交換を重ねて、それで顔が見える関係というのをつくっていくという意

味で、ネットワークづくりということを目指しておりますけれども、これについてもお互

い顔の見える関係というのが幾つか出て大きくなってきておりますし、皆様からご提案い

ただいた協働事業提案制度というものについても、こういったことが導入されることによ

って、ＮＰＯの皆さんなどの多様な主体と区との協働というのが今まで以上に確立してい

くのではないかというふうに期待をしております。 

 そして、登録ＮＰＯの会議体である、仮称ですけれども、「ＮＰＯ新宿ネットワーク」の

設立に向けての準備を進めているということで、今年度、これが立ち上がることでＮＰＯ

同士のネットワークが深まって、団体同士の活動が活性化されるとともに、地域課題に対

する取り組みもより進んでいくのではないかと期待をしているところです。 

 それから、今年の１０月に開催する大新宿区まつりの一環のふれあいフェスタにおきま

しても、新宿区登録ＮＰＯのブースの出店が２年目を迎えるというようなことで、多くの

ＮＰＯの皆さんに参加をいただいて、ＮＰＯ同士の交流を深めて、さまざまな分野で結び

つきを強めていただけるような、そういった場も、これから区としても皆さんのご意見を

いただきながら十分つくっていきたいと思っております。 

 先ほど申し上げましたけれども、私自身もＮＰＯの皆さんや地域で活動する区民の皆さ

んとの意見交換を重ねて、自治体としての持続可能な都市・新宿というものを担う担い手

づくり、そういう意味での担う仕組みでありますとか、そういったことを十分議論しなが

ら今年も力を尽くしてまいりたいと思いますので、どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 今日は新しい年度の第１回目ということで、またこのように力を貸していただけますこ

とに御礼申し上げまして、開会のあいさつとさせていただきます。どうもありがとうござ

います。 

 事務局 ありがとうございました。 

 続きまして、委嘱状の交付に移りたいと思います。小原委員につきましては、若干おく

れるというご連絡が入っておりますので、後ほど交付したいと思います。 

 中山区長 委嘱状。久塚純一様。新宿区協働支援会議委員を委嘱します。期間、平成１
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８年４月７日から平成１９年３月３１日まで。平成１８年４月７日、新宿区長、中山弘子。

どうぞよろしくお願いいたします。お世話になります。 

（委嘱状授与） 

 中山区長 委嘱状。伊藤圭子様。以下同文です。どうぞよろしくお願いいたします。 

（委嘱状授与） 

 中山区長 委嘱状。伊藤清和様。どうぞよろしくお願いいたします。 

（委嘱状授与） 

 中山区長 委嘱状。鈴木歩様。どうぞよろしくお願いいたします。 

（委嘱状授与） 

 中山区長 委嘱状。宇都木法男様。どうぞよろしくお願いいたします。 

（委嘱状授与） 

 事務局 ありがとうございました。 

 ちょうど小原委員が今見えられてタイミングが合いましたので。 

 中山区長 委嘱状。小原聖子様。どうぞよろしくお願いいたします。 

（委嘱状授与） 

 事務局 これにて委嘱状の交付を無事に終えることができました。ありがとうございま

した。 

 皆様お顔をご存じの方も多いと思いますけれども、委員の方でかわった方もいらっしゃ

いますので、続きまして委員の自己紹介をお願いしたいと思います。 

 久塚委員 初めての方だけ自己紹介を……（笑）。ほかの委員の方は、また一緒になった

なという感じかもしれませんが、早稲田大学の久塚と言います。よろしくお願いします。 

  久塚委員 先ほど中山区長さんからのごあいさつの中にあったように、「市民自治の

広がり」という言葉を使われたと思いますが、そういうことに私自身が以前から関心があ

って、そういう考え方や発言というのが、私の専門である社会保障、社会福祉でいうと、

４～５年前までは行政の下請、あるいは安上がり福祉の代名詞のように言われていたので

すが、まだせめぎ合いはありますけれども、ようやくこの１～２年、協働ということを含

めて、市民自治なり、あるいはパートナーシップということで少し考え方が進んできたよ

うな気がします。しかし、その中にどういう仕組みを入れ込むことによって本当にそれが

内実を持ったいいものになるためには、やらなければいけない、あるいは制度化しなけれ

ばいけないことがまだまだあるんだろうなというふうに考えています。 
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 先ほど委嘱状をいただきましたが、今年のスケジュールを見ると、かなりたくさんのお

仕事が待っているなという気がいたしますので、一委員として皆様方とまた本年もよろし

く仕事をさせていただければというふうに考えています。よろしくお願いします。 

 伊藤（圭）委員 初めまして。伊藤圭子と申します。新宿区の社会福祉協議会で４月よ

り芦沢の後任ということでボランティアセンターの課長になりました。それで私自身は、

福祉公社の設立当初に入りまして、それで在宅サービス関係が長くて、ボランティアセン

ターというところが初めてですので、今ちょっと右も左もわからない状況です。いろいろ

教えてもらいながら頑張りたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

 伊藤（清）委員 富士ゼロックス東京の伊藤でございます。去年度までは、３月３１日

までは東京ゼロックスといっていたのですが、富士ゼロックスになりました。今期で３期

目になりますけれども、先ほど区長よりありましたように、この協働をやり始めてから新

宿区のいろんなことにかかわりを持ってきました。先ほど言った区民会議もそうですし、

地区協議会とか、先ほどありましたＮＰＯのネットワーク、ここは協働支援会議のほうか

らオブザーバーという形で関わっており、これから設立されるのですけれども、その過程

をずっと見てきています。 

 それと、先ほど言いました区民会議、地区協議会では、市民の皆さんとお話し合いをし

ていく中で、今私たちがやっている協働支援のものと、それから提案制度、そこら辺のも

のがまだ皆さんあまり理解されていないので、市民の皆さんが理解されて、どんな形で自

分たちがかかわれるのかというようなことをこれから考えていきたいと思っています。よ

ろしくお願いします。 

 宇都木委員 ＮＰＯ事業サポートセンターの宇都木と言います。よろしくお願いします。 

 区長さんのお話にも、久塚先生のお話の中にもあったのですけれども、参加協働の形態

とか姿とかではなくて、それを構成する、いわば主体となる市民、あるいは市民活動、も

っと具体的に言えばＮＰＯとかなんでしょうが、そういうところの協働事業のパートナー

としてのあり方というか、事業体としてのあり方というのを少し今年のテーマの中に入れ

ないとちょっと具合が悪いんじゃないかと思うように最近特になってまいりました。 

 それは、あまりにも参加協働ということがすらすらすらすらとやられちゃって、当事者

が参加をして主体となることなのですけれども、その当事者が今のところ市民ということ

で、実際にどういう格好で担っていって主体になっていくのかというところがなかなかわ

からない。今の区長さんからのお話から言うと、登録ＮＰＯ団体４２と言うのですが、４
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２ぐらいだったら参加目標もないですね。新宿区民３０何万ですか？  

 中山区長 約３０万人です。 

 宇都木委員 そうすると、まちづくりですから、市民自治の拡大というのは、形として

はいろんなかかわり方があるのでしょうけれども、とりあえず市民活動をまちづくりに参

加していく、新しい、区長さんの言葉で言えば「持続可能な地域社会をどうつくっていく

か」という、そこにどういうかかわり方、参画のさせ方をするのかというのは、ある意味

で協働事業のやり方の基準でもあるのではないかと思うんですよね。だから、単なるパー

トナーじゃなくて、その担うパートナーのあり方の問題も含めてやらないと、なかなか難

しいのではないかなというふうに思うのです。今、実際にやられているのは、平たく言え

ばほとんど下請けですよ。まあ、ＮＰＯも悪いのですよ。力がないものだから、お金をつ

くって、腹のすいた魚みたいにすぐ飛びついちゃって、１年たってだめになり、また代わ

りが出てきてという、そういうのを繰り返しているものですから、いつになっても主体が

形成できない。そこのところをどうするかということを、ある程度少し中期的な展望に立

った体制づくりを考えないと、協働もやがてはしぼんでしまって、何かわけがわからなく

なってしまうのではないかということになりかねないので、そんなところを少し議論する

ような、そういうテーマを中に含みながら、今年１年間やっていけたらいいなというふう

に思いました。これは私の感想です。やってくださいということではなくて感想ですから。 

 以上です。よろしく。 

 小原委員 小原聖子です。おくれまして申しわけありませんでした。この会議の前の協

働推進計画策定委員のときから公募で参加させていただいています。現在は、区との協働

モデル事業「ゆったりーの」という施設の運営に携わっておりますのと、それから、区民

会議の第１分科会、それから箪笥町地区協議会にも参加させていただいております。先ほ

ど宇都木さんがおっしゃったように、理想と現実といいますか、協働というのはなかなか

難しいなというふうに思っておりまして、今年度は支援される側というか、実践する側に

徹しようかなと思ったのですが、もう１年ということでお願いされまして、ちょっと話が

難しくてついていくのがやっとなのですけれども、もう１年どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 鈴木委員 シーズ・市民活動を支える制度をつくる会の鈴木と申します。よろしくお願

いいたします。 

 シーズは１９９４年に設立されたＮＰＯ団体で、１９９８年の特定非営利活動促進法、
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２００１年の認定ＮＰＯ法人制度成立に当たりまして、市民の皆さんの意見を一緒に取り

入れながら実現してきた団体です。２００３年に両制度とも改正をいたしまして、まだま

だ至らない部分はあるのですけれども、ようやく制度が広まってきたかなという感想を持

っているところです。その改正を目指しつつも、まだＮＰＯを見渡してみますと、２万６，

０００ある中で、収入の規模が年間１，０００万円以下のところが３分の２以上であった

りとか、スタッフの数というのは常勤で１人いればいいほうというような状態であったり

とか、まだまだ足腰が強いという状態にはなかなかいっていないのが現状なのかなという

ふうに思っています。 

 法律をつくる時分から、私、シーズにずっとおりましたので、こういうＮＰＯが育って

いくのを見られないのを見るにつけ、ちょっと歯がゆくも悲しくも、でも、数はふえてい

るし、ちょっとうれしいような、この時代にとても大変ななかで何かうれしいなと思いな

がら、ただ、もうちょっと制度を使うものもうまく使えるようになりつつ、また回りの皆

さんも会費だとか寄附だとかでＮＰＯに参加していけるような、それを通じて社会全体が

ちょっとずつよくなっていくような、そういう仕組み、制度づくりに携われていけたらと

思います。 

 協働ですとか、ＮＰＯ自身のフォローアップ、そういった取り組みにもかかわっており

まして、ちょっとだけ宣伝なりますけれども、さっき先にいらっしゃった方にはお渡しし

たのですけれども、つい先日、１週間ぐらい前なのですが、「エイユウクラブ」というのを

発行いたしました。これはまだ試みで、１回限りになってしまうかもしれないのですが、

「社会投資家になろう」ということで、ちよっとだけでもお金とか時間とかこういうのに

使ってもらうことでＮＰＯにもかかわって、社会全体とのかかわりを持ってもらえたらな

という試みで出したものなので、あとで皆様にもお配りできたらと思います。 

 事務局 自己紹介、どうもありがとうございました。 

 本日の議事に入る前に、区長も時間がとれてございますので、式次第にありますとおり、

お時間としては２０分ほどになりますけれども、ぜひ区長との懇談を行いたいと思います。

よろしくお願いします。 

 久塚委員 宇都木さんが本質にかかわるような発言をされたと思うのですけれども、登

録団体の数がどれぐらいかということはさておいて、この委員会のメンバーの中でも３年、

あるいは小原さんは４年目に入ったと思いますが、そもそも協働ということは何だろうと

いう議論はずっと継続して常にあったんですよね。何となく制度ができ上がってくると、
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それが進んできたようなイメージはあるのだけれども、それぞれの委員のお気持ちの中に

は、内容は少しずつ違うでしょうけれども、何か置き忘れているのではないかというよう

な気持ちはあるんじゃないかなと。 

 中山区長 多分そうなのですよね。 

 久塚委員 ですから、本年度、会議を６回か７回かさせていただく中で、具体的には審

査であるとか、評価であるとか、提案であるということなのでしょうけれども、その中に、

先ほど宇都木委員がおっしゃったようなことが、できるだけ具体的な場面で、形式的な流

れになるのではなくて、協働とか市民自治というのは一体何かということを基本に据えた

評価とか参加の仕方が実現するようなそれぞれのルーティンの仕事になればいいなという

ふうに私自身は思っているんですね。 

 中山区長 そうですね。 

 久塚委員 ただ、新たに議題として起こすのはなかなかそれだけで……。 

 中山区長 私、ちょっといいですか。感想だけ。 

 私はこう思っているのですよ。例えば、今、地域の中がいろいろあるのは当たり前だな

と思っているのですね。それはどういうことかというと、日本の社会は明治以降、ある意

味で言えば、これまで公共的なことというのは別に官だけが担うものではなかったにもか

かわらず、公共的なことについては官がやるよ、だから官が独占してやるぞと言って、そ

れでずっとやってきている中で、今、いろんな意味で、今まで私たちが持ってきた社会制

度の前提としたところが大きく、例えば人口減少社会なので人口は増えるものだという前

提でいろんな制度がつくられてきたり、変わってきている中で、制度疲労が起きて、じゃ

あどうしようと。そのとき公共というのが何かと。公共というのは別に官だけに任せてお

くことではなくて、自分自身のことなのだというところに立っていけば、確かに今まで官

がやっていたことを今度は、やらされるというのか、やっているというと、下請みたいな

気分になったりもすると思うのかもしれないけれども、私はちょっと違うんのではないか

なと思うんですね。 

 ですから、公共って何だろうと考えたときに、その公共的なことを行政がどうしても担

う、制度をつくるとかいろんな部分があると思います。そうでなくて、お互いの地域の中

でみんなが公共的なところにかかわって、だれかの役にたったり、地域の役に立てるとい

うことを喜び合えるような、そういう担い手に本来はなっていくことが必要なんじゃない

かと私は思っているんです。ですから、あまり、協働って何だろうとかというよりも、ど
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のようにやれば、みんなが納得できたり、それから効果的であるかと考えていくというこ

とのほうが大事で。だから、１つひとつつくっていくことかなと思うのですね。でも、今

まで官が公共を独占してやってきた中で、お互いに鏡に映った己が姿というか、「よらしむ

べし知らしむべからず」というようなことでやって、ちゃんとよきことをやってやるんだ

から文句言うなというようなところと、預けちゃったほうが楽だという、お互いに鏡に映

ったお互いの姿というところからなかなか抜け切れないというところを、本当にこの半世

紀くらい、もっと前からかわかりませんけれども、私は行政にかかわってきたので、ずっ

とそういうところから市民参加であるとか、いろんなことが言われながら、でも、不十分

なままであったけれども、私はもっと希望を持っているのですけれども、かなり一歩一歩

進んできて、お互いに今までの依存した関係からお互いに自立して、それでやるべきこと

をちゃんとやっていくという関係をどうつくっていくかということかなと思っているんで

す。それは、国と都道府県と基礎的自治体の関係でも同じ部分があって、今までの枠組み

の中にあったほうが楽な部分があるのですけれども、そのままでうまくいかなくなってい

るし、自分たちのことを自分たちで決めて、責任を負ってやっていくということは、こん

なに気持ちがいいことなのかというのを、やはりやってみた方たちは感じているんじゃな

いかなと思うんですね。そのかわり、これはおかしいなと思うような、例えば行政の明ら

かに下請になっているようなところというのはやはり文句を言って、「違うのじゃないで

すか」ということでやっていかないと、形だけ整えていくということになってしまうかな

と思いますけれども。だから、そういう意味では、お互いにどう自立したものを確立しな

がら、互いに支え合える関係というものを地域の中につくっていくかということかなとい

う気がします。 

 久塚委員 議長さんが決まってないので……。 

 宇都木さん、何か一生懸命メモをとっていたようだけれども……。 

 宇都木委員 感心して、そうだなと思って……（笑）。 

 例えば、今度の介護保険法改悪で「改悪」と言っちゃいけない。僕らから言うと改悪な

のですけれども、介護事業に参入しているＮＰＯが約４分の１ぐらいつぶれるだろうと思

っているのですね。「甘い」という人もいますけれども。つまり、それは要支援と要介護１

を担っているところなのですよ。ここは金にならないものだから民間業者は入ってこない。

だけれども、介護が必要な人たちがいるから、それを市民活動として補ってきたわけです

ね。それをＮＰＯが担っているのですね。これが介護保険の適用除外になるものだから、
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ここで事業をしている人たちは、つまり事業が打ち切りになるわけです。そうすると、新

しいサービスを考えなきゃいけない。しかし、要支援、要介護１の人たちが、じゃあ、介

護や介助が要らなくなったかというとそうではないのです。やはり保険制度が変わったか

らその人たちが急に元気になるわけではなくて、やはりそれはあるのですよね。ただ、お

金にならないというだけなのです。でも、あるのだから、じゃあ、本当に安心して生活で

きる地域だとか社会だとかということを考えるとすれば、だれが安心して生活できる、だ

れがそういうことを考えているのか、だれが思っているのか、だれが望んでいるのかとい

ったら、そこに生活している私であり、隣のおじいちゃんであり、向かいのおばあちゃん

ですよね。だとすれば、そこにそういった人たちがいるのだから、その地域全体でその人

たちを支えていこうというのが、今これから出るＮＰＯは、要支援、要介護１の対象にな

っている人たちを、今度はその人たちが長く住み続けてよかったねという地域を自分たち

でつくろうということにしないといけない。 

 私のことで言ったら申しわけないのですが、私も今、私が住んでいるところで始めよう

と思ってやっているのです。つまり、モデルになるのは、私のところは医療請求をやって

いまして、組合員が１万２，０００人ぐらいいて、出資金が５億円ぐらいあるのですよ。

診療所が２つあって、訪問ステーションだとかという訪問系が３つあって、年間８億円に

なるのですけれども、医療だけじゃ赤字です。もうもたない。これだけ診療費が下がって

くると。 

 じゃあ、どうするかというと、点数の高い在宅介護にいくわけです。在宅介護というの

は、また大変なのですよ、フォローしなきゃいけませんから。そうすると、そっちのステ

ーションを在宅看護、訪問看護事業だとかというのをいっぱいつくって、それだけでは足

りないので、結局そこはその地域の人たちがボランティアで支えるという、それで初めて

安心して生活できる地域になるのですね。 

 つまり、区長さんの言われる市民自治の拡大というのは、そこに住んでいる人たちが自

分たちの生活を守るために必要なものとして、言葉を変えれば「市民自治」かもしれない

けれども、生活者にとって必要なものを自分たちが担うということが、今、市民参加であ

り、それに足りない部分を補ってくれることが協働事業であり、そういうことを推進する

ことが協働事業だと思うのですね。だから、だれにとっての法律であり、だれにとっての

公共なのか、それをだれが担うのか、だれかが担わなきゃしようがないわけで、そういう

ふうな組み立て方を少し変えていかなければいけないのだろうと思うのです。そこになけ
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れば、その主体を担うところをつくる。つまり、今の我々の言葉で言えば、支え合いだと

か助け合いだとかということじゃないですか。それは別に任意団体でもできるわけです。

しかし、団体にしないとだれかが責任持ってやらなくてはいけませんから、そういう意味

では任意団体でいいのです。やがてＮＰＯにしてもいいのですけれども、そういうことを

つくっていくその主体を担う中心になるような人たちをどうやって育てていくかというの

が、ここで言う協働事業の中心の１つにならないといけないと思うのです。そういう視点

で協働事業というのを考え、協働提案ということについても考える。つまり、事業だけが

目的化してしまったらうまくいかなと思うんですね。 

 中山区長 ええ、そう思いますね。 

 宇都木委員 そういう意味で、人材育成も含めてやっていくという、そういうところま

で踏み込んでいかないと、きっと区長さんが言われたことは途中でとまってしまうだろう

と思うんです。だから、そういうことが少し議論されないと。もちろん、とっくの昔にそ

んなことは行政の中でも議論されているのだけれども、市民との間の共通テーブルがない

から、ここで共通テーブルをつくって、お互いにそこのところに向かっていくべき共通の

目標というものをつくり出していくというのが大事ではないかと思います。そんなことで

やっていかせていただきたいと思います。 

 中山区長 今、宇都木委員や久塚先生がおっしゃられたように、いわゆる事業を審査し

ていくときに、協働の視点とか参画の視点というのをどういうふうに見るかというような

ところにかかわってくるのかなと思いますね。 

 久塚委員 ですから、さまざまなＮＰＯが審査にかかるようなプレゼンテーションをし

たり、資料を出してくれると思うのですが、その審査のときに、それぞれの委員のお考え

があるでしょうけれども、市民自治とか協働というふうに考えたときのそれぞれの委員の

点数の出し方なり最終的な結論の出し方というのは、それの具体的なバージョンというこ

とになるんでしょうね、多分ね。非常に難しいことだと思うのですけれども。 

 中山区長 そうですね。それから、ある意味で物差しを変えていかなくちゃいけない部

分もありますからね。 

 久塚委員 と思いますね。 

 宇都木委員 だから、それを社会、地域なら地域にメッセージするということが大事だ

と思うのです。これからはこういうことで考えようというような……。 

 中山区長 そうです。というのは、例えば介護保険の介護保険料。新宿区は昨年度の平
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均的な、いわゆる真ん中の介護保険料が３，３００円だったのを４，３００円で１，００

０円アップしたのです。これもかなり厳しいです。１，０００円アップした中でうまくい

くかといったら、予測から見るとかなり厳しい。私は最初、それをもっと上げるという事

務方の積み上がってきた案だったのですが、今度は払うほうが払い切れない部分だって出

てくるだろう。だから、地域に出て皆さんに説明をして、それで１，０００円アップとい

うところでおさめたのですけれども、１，０００円アップでおさめるということはどうい

うことかといったら、サービスの量がその範囲の中でおさまる範囲ということなのです。

ですから、だれかに全部任せておけば、サービスとかが出てくるのではなくて、自分たち

が費用負担をし、そして納得したところでどうやっていくかということの責任を持った主

体に区民自身も、行政が今まで例えば同じ分量の情報量をお互いに持ちながらやっていき

ましょう、どの範囲でやっていこうかとか、そういうことを合意形成していくということ

が非常に重要だと思うのです。 

 久塚委員 すごく時間のかかることだとは思いますけれども。 

 中山区長 ええ。思うのですけれども。 

 久塚委員 社会的な費用を使うわけですよね。その社会的なというのは、打出の小槌じ

ゃなくて、自分たちが保険料であるとか税金で出しているものを、自分がその一員である

社会の中の社会的な問題、いわゆる公共的な問題というのを、従来は、役所が「これが問

題だよ」というふうなものだけが公共的な事柄のように考えられてきたけれども、実はそ

うではなくて、随分広いことろにまで、私たちの私的な部分も、よくよく考えてみれば、

それは私的なことじゃなくて社会的なことだと変わることはいくらでもある。それもそこ

に公費を使うのではなくて、自分はどうするのか、一員としてということになってくるけ

れども、それはとてもじゃないけれども、この６人の委員が、一生懸命汗かくだけじゃ無

理なので、いろんなところでそれぞれ日常的に活動されておられることを通して進めてい

く必要があるんだろうなと思います。 

 今年のスケジュールの中で、今言ったことというか、今年度の第１回目で幾つかの発現

の中で重要なポイントがあったと思うので、それを目指していければなというふうに思い

ますが、皆さん忙しいんで大変だと思う。 

 小原委員 かなりボリュームをアップして……。 

 中山区長 それから、新宿区がこのまちをみんなで担う仕組みをつくろうというのは、

ここはＮＰＯ等の新たな、多様な主体の中の、これまで地域の中を担っていた主体である
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例えば町会であるとか、いろんな子どもたちのことをしている育成会とか、そういうのも

大事にしながら、新たな主体であるＮＰＯにも区としては大変な期待を持っていますと。

そういう思いなのですね。ですから、地区協議会には、先ほど伊藤さんが地区協議会のメ

ンバーにもなっていただいているというお話がありましたけれども、新宿というまちにと

ってはいわゆる事業者の方も大きな担い手であるということで、伊藤さんも出ていただい

ていますし、いわゆる商店街の人たちや東京ガスみたいなインフラ事業者とか、そういう

人も一定のまちのいろんな公共的なところにかかわっているという自覚を持ちながら出て

きていただいたりしています。 

ですから、まずはそういうところで話をしていくことなのですけれども、私は分権とい

うのは何かといったら、現場に近いところで物事を解決できるということのほうが非常に

効率的で効果的だと思っているんです。 

それはどういうことかといったら、現場を信じて、現場で解決できるのに適した課題と

いうのがたくさんあるはずだと思うのです。そういう意味では、将来的には地区協議会に

その地域の中で解決してもらえるような予算も、そういうことが担える時期になったら、

そういったものの予算はおろしていってもいいかなと、そういう将来像も持ちながら、今

はそこでいろいろな地域の課題を解決していくというような１つの話し合いというレベル

になっているわけですけれども、そういったことをやはり具体的な担い手にどうそれぞれ

がなっていくか。 

でも、人の暮らしって忙しいので、そういったことをこういうところが動いているから

こそ地域がうまくいっているんだというような多くの人たちが想像力を持っておいていた

だければ、そこにかかわらないから担い手じゃないんだということではないと。そういう

ふうに思っています。 

 宇都木委員 区長さんも選挙があるから言いづらいかもしれないけれども（笑）、全国規

模で言うと６０歳以上４，０００万人いるのです。平均的なところで言えば、人口の３０％

ぐらいが６５歳以上の人が住むまちになるわけでしょう。だれも面倒見てくれないでしょ

う。そんな大きな割合になってしまったら。一方、１５％ぐらいが学生だとかいて、あと

は５０％そこそこぐらいが働き手でいるわけです。それが両方を面倒見るわけですから。

そんなこと無理ですよ。だから、本当に自分たちが住みやすいまちをつくりたいと思った

ら、そういう人たちは自分たちが担わないとだめだということを理解しないと。 

 中山区長 私はそれをいつも言っているのです。地域に出て。 

 13



 宇都木委員 そこで足りないものがあったら言ってくださいと。そうでもなかったらだ

めだよと、みんなが言わないと。 

 中山区長 本当にそうだと思いますよ。ですから、「何でも行政に言ってください。お受

けします。」という時代ではなくて、それは行政の側も悪かったのですよ。みんなが本当だ

ったら自分たちで自助共助してやっていたところを、「お任せください。そのかわり文句を

言うな」と言って、高度成長のときには、ある意味では、お金も持っていて、ばらまけて、

そういうことで公共を独占しようとしたところがあったわけですから。ただ、それはお互

い様というところがあって。でも、一番まずいのは、責任を持つ主体としてそれぞれが確

立できてないというところの弱さがあるので。でも、それはそう簡単にできることではあ

りませんから、時間をかけながらいろんな仕掛けをつくりながら、それぞれが責任主体に

なるということ。でも、私は、団塊の世代が戻ってきたり、今、みんなかなり元気なんで

すよね。そういう中で、希望はプラス思考で行こうと思っているのですけれども。 

それと、世代間の不公平が今の制度成形のもとではありすぎるのですよね。皆さんにそ

の現実をよく知ってもらうことが大事で、お年寄りが何でもただがよいというのはとんで

もないと思ってます。 

 事務局 それでは、今日は審議事項もたくさんございますので、懇談会は以上とさせて

いただきます。 

 中山区長 実は皆さん方の活動に、新たな主体を、非常に能力を持って、意識も高い、

そういう主体になり得るところであるという思いを持って期待をしているものですから、

ぜひそういったところを育て、かつ、一緒に育ちたいなと思っております。それは職員も

一緒ですので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 今日はどうもありがとうございました。何か私ばかりしゃべって。では、済みません。

よろしくお願いします。どうもありがとうございます。 

 事務局 どうもありがとうございました。やはり懇談会を始めると、どうしてもこうや

って最後のほうがだんだん盛り上がるのでございますけれども（笑）。 

 本日の議事に入ります前に、５分ほど休憩し、５５分に議事に入らせていただきますの

で、５分休憩をたらさせていただきます。 

（休 憩） 

 事務局 それでは、本日の後半で、議事に入ります前に、まず区の職員を紹介したいと

思います。 
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 私、４月１日からこちらの地域調整課長になりました河原でございます。事務局を承っ

ております。よろしくお願いいたします。 

 そして、先ほど中山区長の隣に座ってございました地域文化部長の野口でございます。 

 野口部長 野口です。よろしくお願いします。 

 事務局 続きまして、私を初め、事務局をご紹介させていただきます。課長を初め、コ

ミュニティ係が担当してございますけれども、まず寺尾主査でございます。 

 寺尾主査 寺尾です。今年で３年目になります。引き続きよろしくお願いいたします。 

 事務局 続きまして、梅本主事でございます。 

 梅本主事 梅本です。引き続き担当させていただきます。よろしくお願いいたします。 

 事務局 続きまして、鈴木浩司主事でございます。 

 鈴木（浩）主事 鈴木浩司です。４月から担当することになりました。よろしくお願い

します。 

 事務局 そして、昨年度まで担当してございましたやはり鈴木でございますけれども、

鈴木彩香主事でございます。 

 鈴木（彩）主事 昨年１年間どうもありがとうございました。 

 事務局 同じ課にはおりますけれども、事務分担がかわりましたので、ごあいさつさせ

ていただきます。 

 以上です。このような体制で事務局を担当させていただきますので、よろしくお願いい

たします。 

 それでは、本日の議事に入らせていただきます。 

 まず、座長の選出でございますけれども、この支援会議の要綱で、座長は委員の互選と

なってございます。委員の中から座長を選んでいただくことになりますが、いかがいたし

ましょう。 

 宇都木委員 メンバーが変わらないのだから、久塚先生が、完結するまで、来年の分ま

で予約してもらって、ずっと終わるまで委員長さんになってもらうというふうにしてもら

ったらいかがですか。 

 事務局 久塚先生をご推薦するご意見がございましたけれども、皆様、いかがでござい

ましょう。 

（拍 手） 

 事務局 全会一致のご推薦でございますので、恐縮ですけれども、久塚先生、座長に就

 15



任のほど、よろしくお願いいたします。 

 久塚座長 では、進行役をさせていただきます。司会進行ということで事務局と事前に

議事を整理しながら皆さん方にご意見をまとめさせていただく役を、完成までじゃなくて、

とりあえず今年度はさせていただくということで、私のほうで進めさせていただきます。

ご協力よろしくお願いします。 

 事務局から議長役を譲っていただくということでよろしいですか。 

 事務局 そうですね。座長にご就任いただきましたので、続きましては座長のほうに進

行を任せたいと思います。 

 久塚座長 今日の議事は、座長選任の後に代行選任ということでございます。私はいつ

も元気でいつも新宿区にいるわけでなくて、たまには病気をすることもありますので、そ

のときには代行は必ず必要になってきます。宇都木さんにお願いしたいのですけれども、

完成するまで代行をお願いするわけにいきませんから（笑）、私と同じように、今年度の代

行を宇都木委員にお願いいたします。よろしくお願いします。今まで代行をお願いしてい

て一度も代行が議事を進行したことがないので、今年、私は１回ぐらい久々に病気をして

みようかな、というふうに考えております。そのときは、宇都木さんに皆さんご協力をよ

ろしくお願いいたします。 

 時間があまりないので進めたいと思います。 

 今日は、お手元にあるものからいくと、第１回目なのですけれども、議事としては、１

８年度の協働支援会議の審議事項と、協働推進基金のＮＰＯ活動資金助成、それから提案

制度の要綱・様式の検討が主なものなんですけれども、少し量は多く見えますが、大きな

議論になるものはあまりないというふうに考えられます。その分、今年度残った８回まで

のものは、実務を含めて非常に多くの議論をしなければいけないものになっていて、早く

終われるときにはできるだけ早く終わることにして、延ばさなきゃいけないときにはちゃ

んと働いていただくという方針ですから。今日は、事務局によれば、先ほどちょっとお話

ししたら、「４時半ぐらいですかね」と寺尾さんが言っていましたが、私の意図としては４

時には終わってしまうぐらいの勢いでいきたいと思いますが、それでよろしいですか。 

 では、第１ですけれども、まず、事務局から配られている資料が手元にあるかどうかち

ょっと確認をしてもらいましょう。 

 事務局 それでは、事務局のほうから資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 まず、資料１ですが、「平成１８年度協働支援会議開催予定表」、続きまして、資料２－
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１と枝番が振ってありますけれども、「平成１８年度『協働推進基金』ＮＰＯ活動資金助成

実施要領」、で、１枚めくっていただきますと、その後ろに「採点表」として資料２－２と

いうものがあるかと思います。以上が資料２になります。 

 続きまして、資料３、左側をホッチキスでとめてあるもので、「新宿区協働事業提案制度

実施要綱（案）」。それと、もう１枚、Ａ４横の１枚もので、同じく左上に資料３というふ

うに振っていますけれども、「協働事業提案に対する区担当課意見書（修正版）」。 

 それから、最後になりますけれども、資料４「平成１８年度新宿区事業提案募集要領（案）」。 

 以上、資料４までお手元にございますでしょうか。 

 それと別に、４月５日の広報誌もお手元にお配りしております。以上が本日の資料です。 

 久塚座長 ありがとうございます。では、資料１を使う形になりますけれども、１８年

度の協働支援会議の審議事項について事務局から説明をお願いします。 

 事務局 それでは、資料１をごらんいただきたいと思います。事務局のほうから、協働

支援会議の開催予定についてご説明させていただきます。平成１８年度協働支援会議につ

きましては全８回の開催を予定しております。まず１回目、本日になりますけれども、委

嘱状交付式は先ほど終了しました。この後、１８年度ＮＰＯ活動資金助成について、それ

から、１８年度協働事業提案制度についてが、第１回目の審議内容になっております 

 続きまして、第２回協働支援会議。こちらは５月２６日を開催予定としておりますけれ

ども、１８年度ＮＰＯ活動資金助成一次書類選考、それから１８年度協働事業提案制度に

ついてが第２回の審議事項になっております。 

 続きまして、第３回協働支援会議になります。現在、６月２１日を予定しておりますけ

れども、１８年度ＮＰＯ活動資金助成二次選考、こちらのほうは公開プレゼンテーション。

申請団体の公開プレゼンテーションと、プレゼンテーション終了の後に最終選考を各委員

の方にしていただきます。 

 続きまして、第４回協働支援会議。７月下旬を予定しておりますけれども、平成１８年

度からスタートする事業提案制度の一次書類選考を予定しております。 

 続きまして、第５回協働支援会議。９月中旬を予定しておりますけれども、１８年度協

働事業提案制度二次選考、こちらのほうも公開プレゼンテーションで、各申請団体がプレ

ゼンテーションした後に実施団体を選考していただくという流れで考えております。 

 第６回協働支援会議になりますけれども、１０月上旬、こちらにおいては、昨年度から

検討されてきました協働事業評価制度に基づいて、平成１７年度の各事業課の事業から選
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考した事業につきまして事業評価を実施していただくということで考えております。それ

と、もう１つの議題が１８年度協働事業提案選考結果の報告書の作成、区長に提言してい

ただく報告書の作成をしていただきます。 

 続きまして、第７回協働支援会議になりますけれども、１０月下旬になります。１８年

度協働事業提案制度の選考結果報告及び１７年度各課協働事業の評価を行っていただきま

す。 

 それから、最終、第８回協働支援会議になりますけれども、こちらのほうは、各課協働

事業評価書の作成及び１９年度の協働支援会議の開催に向けてということで、１９年度の

検討事案についてご審議いただきます。 

 以上、全８回を予定しております。 

 以上です。 

 久塚座長 こうみると、中身については大体、皆さん方ご存じのことが多いと思います

けれども、具体的な作業が次回からもう既に入ってくる中で、２時間ぐらいの会議で終わ

ることができるのは本日ぐらいで、次回以降はかなり詰まった形で作業をしていただくこ

とも含めながら、先ほど区長との懇談の中であったように、具体的な作業の中に市民自治

というようなことをどう盛り込んでいくのかというようなことを念頭に置いて議論し、結

論を出していくというようなことも多分必要になってくると思いますので、かなりしんど

い作業が２回目以降から出てくるのだろうと考えております。このような進め方で今年度

進めますけれども、よろしいでしょうかね。 

 特別にほかに議題というようなこと、その都度、もし議題といいますか、検討要件等の

ことが出てくれば、この会議の中で議論していくということももちろん可能ですので、手

持ちのこういう幾つかの作業以外に、評価の問題で新たにこういうことを検討をしたらど

うだということで出てきたら、その都度、新たなものとして加えていきたいというふうに

考えています。よろしいですか。 

 では、資料２を使って、「ＮＰＯ活動資金助成実施要領」について事務局から説明をお願

いします。 

 事務局 続きまして、「平成１８年度『協働推進基金』ＮＰＯ活動資金助成実施要領」に

ついてご説明させていただきます。 

 平成１８年度のＮＰＯ活動資金助成につきましては、内容は、昨年度と同様な形態で助

成をやっていきたいと考えております。 
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 まず１番目、「助成の基本方針」としましては、昨年度と同様、区が抱えるこの４つの課

題の解決に向けた事業であるということを方針の第１番に挙げております。②としまして、

ＮＰＯが持つ先駆性・専門性を生かした自主的に行う事業活動であること。③、助成によ

り新たな事業のスタート、または継続的事業のステップアップにつながること。④、多く

の区民の社会貢献活動の啓発に資すること。基本方針としましては、この４点で昨年度と

同様に進めていきたいというふうに考えております。 

 次に、「助成申請の募集期間」ですが、こちらのほう、先ほどお配りした広報誌のほうに

掲載されておりますけれども、４月１７日から５月１２日までを募集期間としたいと思っ

ています。 

 それから、助成規模ですけれども、こちらにおきましても、昨年度同様、助成総額２０

０万円とさせていただきたいと思っています。 

 「助成対象」ですが、新宿区に登録したＮＰＯ法人で、区民を対象とした特定非営利活

動促進法でいう特定非営利活動にかかわる事業を対象とします。 

 ５番目として、「助成額等」ですけれども、年間３０万円かつ助成対象事業費総額の２分

の１を限度として、区の会計年度、４月から翌年３月末になりますけれども、その範囲内

に１事業といたします。 

 続きまして、裏面のほうに移らせていただきます。 

 「申請方法」ですが、募集期間内に「協働推進基金助成金申請書」に必要事項を記載し、

区役所本庁１階地域文化部地域調整課コミュニティ係まで直接持参し提出していただきま

す。郵送等による申請の受け付けはいたしておりません。 

 「助成事業の実施時期及び期間」ですが、助成対象事業の実施期間は、助成決定後の事

業に限らせていただきます。また、助成決定の日から１年以内に事業が終了するものとさ

せていただきます。 

 ８番目として、「助成に関する審査基準」ということで、（１）から（７）まで、昨年度

と同様な基準で評価していきたいと思っています。 

 「審査の方法」ですが、一次審査につきましては、協働支援会議委員による書類審査を

行います。二次審査につきましては、公開プレゼンテーションを行いまして、協働支援会

議委員の審査によって助成団体を決定していただくということで考えております。 

 今後のスケジュールについてご説明させていただきます。４月１２日、来週になります

けれども、説明会の開催をいたします。この説明会は、助成の説明会に限らず、新宿に登
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録する場合の説明もあわせて実施する予定です。助成申請期間ですが、４月１７日から５

月１２日まで、５月２６日は第２回協働支援会議の開催日になりますけれども、この日に

書類選考をしていただきます。６月２１日を予定しておりますが、公開プレゼンテーショ

ンにより二次選考をさせていただきます。６月下旬に助成団体を決定いたしまして、７月

上旬には助成金を交付するという予定で進めていきたいと思っています。 

 それから、あわせまして資料２－２につきましてご説明させていただきます。 

 こちらのフォーマットですが、昨年度と同じ様式になっています。先ほど申し上げた７

つの審査基準に基づいて得点を配分しております。（１）から（３）までが１０点、（４）

から（７）までが５点ということで、総合計点５０点満点で評価していただきます。原則

的には、得点の高いものから選考していきたいと。助成額、申請額等の関係で若干の微調

整はございますが、得点の高いものから原則的に助成団体に選定していきたいと考えてお

ります。 

 それから、今回、助成総額２００万円というお話をさせていただきましたけれども、昨

年度３月末日までの寄附金総額につきましてお話しさせていただきます。１７年度の寄附

金総額３月末締めで２０９万８，４１７円の寄附金がございました。したがいまして、１

９年度実施分につきましても、現在の段階で２００万の助成金が交付できます。今年度の

寄附金の額によりましては、当初目標としておりました総額３００万円、１団体１事業５

０万円の助成申請ができるような形で１９年度は実施したいと事務局では考えております。 

 以上です。 

 久塚座長 ファンドということと、それの枠組みということになっていますけれども、

まずはスケジュールまで含めて、それの手続。細かいことについてはまた議論しなければ

いけないことは幾つかありますけれども、今、事務局からの説明にあった助成の基本方針、

それからスケジュールですね。それから、昨年度と同じ形での一次審査の審査選考用の採

点基準。７つの項目に１０点と５点、合計５０点ということになっているものについての

説明があったのですけれども、このような形でまず枠組みをつくって実施するということ

でいいですか。 

 伊藤（清）委員 今、事務局から案が出たのですけれども、このうち１番の①ですね。

課題が４つあるのですけれども、この①、②、③、④以外のものは出てくる可能性もある

のだけれども、そこで排除をしちゃうという考えですか。 

 事務局 この４つの課題について、昨年度、課題を提案したときにも議論になったので
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すが、非常に広い抽象的な課題になっております。したがいまして、私ども事務局としま

しても、全く外れてしまうものは除外ということになりますけれども、広い視野でこの課

題４つに適合していればいいと考えていきたいと思っています。 

 久塚座長 昨年もそのように考えてきたし、議論も少しあったので、今年も確認の意味

での伊藤委員の発言だったと思うのですけれども、制限的にこれを狭く理解して、事前に

排除するということではなしに、新宿区が取り組むべき課題が課題①から④までの中にあ

る程度入っているということを前提としながら考えていきたいということです。明らかに

遠くに行ってしまうというものについては、各委員との議論の結果ですけれども、対象外

というふうになることもあるかと思います。事務局で整理する際に、これは①から④に入

らないからアウトだよということで、委員の前に出てこないということはあり得ないとい

うふうに理解をしていただきたい。よろしいですか。 

 では、そのほかに留意事項が幾つかあるのですけれども、その点について指定されてい

るのがある、あるいは寄附をこういう目的に使ってほしいというようなことなどを含めて、

幾つか検討を要するようなことがありますので、事務局、お願いします。 

 事務局 昨年度までは、特に団体指定の寄附金とか、ある程度の規模の金額の分野指定

の寄附金がございませんでしたので、審査の際、特に留意する必要がなかったのですが、

１８年度につきましては、登録団体であるテラ・ガーデン、みんなのおうち、それと、昨

年の助成事業でもありますけれども、ホロコースト教育資料センター、以上３団体につき

ましては団体指定の寄附金がございます。これにつきましては、各団体について団体指定

の寄附金がある旨周知しまして、助成申請をしていただくように依頼します。各委員に申

請があった書類を送付するときには、その団体及びその団体指定の寄附金額を表示した上

で各委員には提出書類については送付させていただきたいと思います。 

 団体指定の寄附金につきましては、審査に当たっては寄附者の意向を十分尊重するとい

うことが規則の規定になっておりますので、その点、各委員にはご配慮をお願いします。

ただし、必ずしもその団体に寄附をするとは限りませんということもあわせて規則の中に

はうたっておりますので、最大限尊重していただくということでお願いいたします。 

 それからもう１つ、分野指定の寄附金がございます。分野としましては、環境分野とい

うことで、今年度においては３０万円というまとまった金額の寄附金がございました。し

たがいまして、その環境分野で出された助成申請についても寄附者の意向を尊重するとい

うことでご配慮いただきたいと思います。当初、ある一定額の分野指定の寄附金があった
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場合については、募集する時点で公にする、広報等で周知するというお話をさせていただ

きましたが、この分野指定の寄附金が入金の確認がとれたのは４月以降であったため、そ

ういう広報等の周知ができませんでした。したがいまして、１２日の説明会でその内容に

ついてはご説明すると同時に、もし仮に対象とする分野の助成申請がなかったような場合

につきましては、翌年度改めて環境分野の枠を公表した上で、１９年度については募集を

実施したいと考えております。 

 それから、１８年度の資金の一次審査について、あわせて若干補足して説明させていた

だきますけれども……。 

 久塚座長 そこまで金額を合わせて２０９万幾らということ？ 

 事務局 そうですね。この金額も合わせて総額が２０９万円ということです。 

 久塚座長 ですから、団体指定と分野指定を除くと、プレゼンテーションしてもらって

いろんな分野で上限枠を設けて、活動助成金としてお渡しできるというか、活用していた

だく金額は少し落ちてくるという理解でいいのですか。 

 事務局 そうです。当然、団体指定があった団体についてもプレゼンテーションを実施

して、その内容については評価していただくということになりますけれども、全く指定の

ない寄附金という意味では、それを差し引いた金額になります。 

 宇都木委員 ちょっといいですか。団体を指定した寄附金というのは、寄附したところ

がその団体に直接寄附しないで、ここに入れて、ここからやってくれというのは、何か意

味があるのですか。 

 事務局 一番は、寄附金の税額控除の関係がございます。また、私どもは各団体の事業

内容等をホームページで公表しております。したがいまして、その内容の趣旨に賛同して

いただいて、区に直接、その団体とは全く関係ない方がその団体を指定して新宿区に寄附

いただいたという事案もございます。 

 久塚座長 どういう経緯でテラ・ガーデンなどの活動をお知りになったかというのは、

これは私どもにはわかりませんけれども、新宿区の広報などを通じて関心を持ったのであ

れば、こちらを経由するようなこともあるということですね。 

 宇都木委員 問題は、何も問題がなくて、それの対象団体になればいいけれども、対象

団体にならない場合は、その指定した団体の寄附金もそこで消えちゃうわけでしょう？ 

 事務局 はい。 

 宇都木委員 そうすると、寄附を申し出た人たちの意図が通じないじゃない、それじゃ。
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何でもいいから使ってくださいじゃなくて、その団体に特定してやるのだったら、それは

もう一遍、その団体に「対象にならなかったけれども、どうしますか」と聞いて、それで

その団体が「じゃあ、直接やりますよ」と言うのなら、それはそれでやってもらうほうが

いいだろうけれども。 

 久塚座長 これはなかなか難しいとは思うのですけれども、引き入れて、そして金庫の

中に入るような形になったものも、プレゼンテーションをして、全く無理そうだからとい

う結論を出したときに、先に寄附をしてきた方にお金をお返ししますというのも、制度上、

なかなか難しいだろうなと思うのが第１点と。 

 どんなところにでも目がけて寄附をされると、トンネル機関みたいに使われると、これ

はかなりよろしくないというか、何億円かを税との関係でとんでもない機関なんかにダイ

レクトに指定給付みたいなことをやられると、これは、だめなときはだめだと言わざるを

得ないような両にらみの難しいところはあるのですよね。 

 宇都木委員 僕は、そこは額の問題じゃないと思う。 

 久塚座長 いや、額の問題と言っているのではなくて……。 

 宇都木委員 この制度は公開でやる以上は、どの団体に使ってもいいというのが原則に

ならないと、今、先生が言われるように、何かトンネルになっちゃったら……。 

 久塚座長 もちろん、それに使われないようにさまざまな様式があって。ただ、公開で

プレゼンテーションしたところが、指定されていたそういう団体が、点数をこちらがつけ

るに当たって、あまりにもというときには、私たちは指定されたからそのままお金を出し

ましょうという立場に立ちましょうか、どうしましょうかというところで悩んだわけです

よね。だから、宇都木さんがもしそういう団体を見たときに、「だけど、指定されているか

らあげていいのでは？」という意見を持っていると同時に、「やはりそういうところにはあ

げなくていいのでは？」というご意見もあると思うのですね。そのときに具体的にどうし

ようかと。だから、規則というか、あれには両方書いてあるのですよね。プレゼンテーシ

ョンしてもらうということと、渡らないこともあるということを寄附者のほうにも事前に

言っておくということで、もうちょっといい制度が将来的にできればということですね…

…。今年というか、本年度適用されているというか、施行されているのはそのようなもの

であるということなのですけれども、ご意見ありますか。 

 伊藤（清）委員 本当だったら、直接行ってもいいお金なのですね。それがこっちへ通

ってくるということは、そこにさっき言ったような節税じゃないけれども、そういう問題
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が絡んでくる意味だけなのですよね。 

 事務局 寄附金の額等にもありますけれども、これは杉並区が一番初めに立ち上げた制

度なのですけれども、まずこの制度が立ち上がったときに、かなり税務当局とやりとりが

ありました。税務当局は、そのお金がストレートにその団体にいくような形であれば、そ

れは認めませんよという話をしております。したがいまして、その意思については最大限

尊重するけれども、当然に、その団体に渡りますということではありません。寄附者の意

に反する場合もあり得ますということを事前に寄附者に説明して、それでも直接ではなく

て新宿に寄附したいという方は新宿に寄附をいただいているということです。 

 久塚座長 団体指定で指定しているけれども、寄附の先はここだという形になっている

わけですよね。だから、直接そこの指定先に、ＡというＮＰＯに寄附をしたいということ

であれば、即それをやってくださいということで、こちらは関与しないということでしか

あり得ない。 

 伊藤（清）委員 だけど、金額は上乗せされるわけじゃない。だから、別に全体の中で

１０万といったって、その中にそれが含まれているだけで、別に、そこを見ると何でもな 

いのです。指定というのはとれないのだけれどもね。上乗せされていればいかがかなと思

うけれども。 

 久塚座長 奨学金なんかでもなかなか難しいところがあって、経済的に大変な人を対象

にしている場合もあるし、お勉強がある程度できるということで対象とする場合もある。

ただ、委員会としては１つの結論を出さざるを得ないというときに、やはり苦労している

のですね。一度受け持ったところが主体的に決めるということをきっちり握っていること

が多分いいのだろうなとは思いますが、そうはいっても、寄附者の意図を反映しないわけ

にはいかないので、それのちょうど間ぐらいをねらって、どっちつかずの話になったんだ

ろうと思います。 

 宇都木委員 何も問題なければいいのでしょうけれども、もうだめとなったときに、だ

めとなった理由と、ほかに使わせてもらいましたということと、両方説明しなきゃいけな

いですね。 

 久塚座長 だから、この３団体には頑張ってプレゼンテーションしてもらわなきゃ（笑）。

書類もしっかり書いてもらわなきゃ。 

 宇都木委員 プレゼンテーションの対象にならないところだってあるわけだからね。理

屈的に言えば。 
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 小原委員 ２分の１を限度となっているじゃないですか。自分のところが例えば指定さ

れていて、結構な金額があるけれども、２分の１しかだめだから、例えば３０万円もらう

には、６０万円支出しなきゃいけなくて……。 

 宇都木委員 ６０万以上ですね。 

 小原委員 そうですね。だから、体力の弱いところは何か負担になってしまうので一定

の金額とかでとめておくわけにいかないのですかね。何かややこしくなる。 

 久塚座長 ここは、例えばこの団体指定も、考え方はそういう考え方ですよと。結論を

出すに当たってはいろいろ議論あるでしょうけど、例えば１８万円だったら、残りの１２

万円の部分がどうなるのかというような細かい話は多分出てくるのだろうと思うんですね。 

 宇都木委員 これ、簡単な話が、上限３０万円よりも総額が低いやつがある。２０万円

しか事業費がなくて、それでそれに対して助成をお願いしますと言えば、それは目いっぱ

いで２０万円だよね。だけど、２０万円でいいのかといったら、２０万円ということはな

いだろうと。だから、どっちかというと、上限設定３０万円を超えないように２分の１と

いうのはついているので。 

 伊藤（清）委員 ４２の団体にはとりあえず交付されているけれども、この３つ、もし

もの話ですけれども、助成申請してこないという可能性もあるわけですよね。 

 事務局 そうですね。はい。 

 伊藤（清）委員 その前に、例えばこの３団体に対しては、指定がありますからと、そ

れを言うのか言わないのかという問題もあると。 

 事務局 それについては、昨年度の支援会議の中で、そういう団体指定があった場合に

ついてはそれは周知することになっております。 

 伊藤（清）委員 知らせると。ぜひ出してくださいと。 

 事務局 そういう団体指定がありましたということで周知しております。 

 宇都木委員 そこが辞退するのだったらしようがないと。 

 久塚座長 限度を決めると、活動やプレゼンテーションが自由じゃないというのは。 

 宇都木委員 全部見てからもう一遍議論しましょう。 

 久塚座長 １回目だけはちゃんと２時間で終わろうと言っていたのが……。 

 あと、この環境については、先ほど寺尾さんのほうから説明があったように、必ず１つ

か２つか出てくるとは思うのですけれども、もしなかったときの扱い方というのは、先ほ

ど事務局が言ったような案で、そのときに考えるというふうにしたいと思います。 
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 宇都木委員 額は幾らですか。 

 事務局 環境分野、３０万円いただいています。 

 伊藤（清）委員 環境というと広いから何でもあるよね。 

 久塚座長 自然環境から社会環境、住環境も。 

 あと、書類選考について、それから要綱のほうに流れていくので、様式まで含めて、寺

尾さん、よろしくお願いします。 

 事務局 はい。 

 事務局 ＮＰＯ活動資金助成一次審査のスケジュールについてちょっとご説明させてい

ただいていいでしょうか。 

 久塚座長 はい、お願いします。 

 事務局 先ほど要領にお示しししたとおり、助成申請期間が４月１７日から５月１２日

になっております。事務局のほうで１２日の受け付け終了後、速やかに取りまとめたもの

を各委員に送付させていただきます。その際に、先ほど申し上げたとおり、団体指定や分

野指定のことも記入して別紙でお送りさせていただきます。で、５月２６日の第２回支援

会議の中では、既に評価点を集計したものを各委員の皆様にはお示しさせていただきたい

というふうに思っていますので、評価点の採点表の返送日につきましては、５月２３日を

締め切り日ということでお願いしたいと思っております。 

 もう１点なのですが、今年度の助成総額が２００万円ということですので、昨年度同様、

一次選考、二次プレゼンを実施する団体数につきましては、１５団体程度にしたいと。昨

年度の実績を申し上げますと、１７団体の助成申請がありまして、プレゼンテーションが

実施された団体が１５団体、助成決定した団体が１０団体ということになっております。

申請件数につきましては、何団体出るかまだわかりませんけれども、現在の電話等の問い

合わせ等、説明会の参加者については事前に連絡くださいという話をしておりますが、昨

年度より若干多くなるのかなというのが事務局の印象です。ただ、プレゼン実施の時間が

半日という時間で行うということから、一次選考団体については１５団体程度ということ

で考えております。 

 以上です。 

 久塚座長 昨年度と同じぐらい、第１段階で１５団体ぐらいを書類選考して、そしてプ

レゼンテーションをしていただく。それから、１団体どのぐらいの時間でやったのでした

っけ？ 
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 事務局 昨年度は７分で、質疑応答が５分ということでやっております。 

 久塚座長 で、公開でプレゼンテーションをして、そして、その後の結論を審議するの

は非公開であるというやり方を昨年やっておりますが、配分できる時間などを考えて、団

体はこのぐらいの数に絞り込んではどうかということを考えております。ほぼ同じという

ことですが、よろしいですかね。 

 委員一同  はい。 

 久塚座長 では、その先ですけれども、今度は協働事業提案制度のほうに移ります。制

度の要綱と様式の案が資料３以下で確認できますけれどもその点、事務局よろしくお願い

します。 

 事務局 それでは、資料３「協働事業提案制度実施要綱（案）」並びに各様式についてご

説明させていただきます。今回お示しした要綱ですが、基本的な部分につきましては、事

前に昨年度お渡しした要綱とほぼ同じ内容になっています。全般的な部分につきましては、

要綱の文言整理、主に言葉遣い、その辺を統一させていただいた点がございます。 

 例えば、第１条の２行目になりますけれども、「地域の課題や区民ニーズへの対応に必要

な事業」といったものを「協働事業」という言葉で以降置きかえますとか、それから、協

働事業提案については、以下、「事業提案」という言葉で統一しますとか、そういった言葉

遣いの統一をさせていただいたのが１点。それと、以前お示しした要綱よりも簡素化して

います。というのは、変動の可能性があるものにつきましては、要綱から削除して要領に

落としているものがございます。例えば、一次審査、二次審査の手法につきましては、要

綱の中にうたっていたわけですが、今回の要綱につきましては、一次審査、二次審査につ

いては要綱で規定をしておりますけれども、そのやり方とか具体的な内容については要領

に落としております。そういったことが全般的にわたって修正された点です。 

 続きまして、各条文で変更点についてご説明させていただきます。 

 まず、第１１条の１項になりますけれども、前回までは事務局案としましては、１実施

団体３００万円を上限で１０事業程度を予定しておりますというご説明をさせていただい

ていましたが、今現在まだ財政当局と調整中ですけれども、現状におきましては、やはり

３００万円で十分な事業が実施できないだろうという意見がありました。そういうことを

踏まえまして、１事業上限額を５００万円ということで設定しました。要綱の中では、実

施団体数については示されておりませんが、５～６事業というふうに事務局では考えてい

ます。 
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 フレームについては、前回同様、３，０００万円程度のフレームということで、金額と

団体数で調整していきたいと思っています。 

 ここが変更点の１点目です。 

 それから、次に、２点目としまして、以前の要綱の中では、他からの補助金の交付があ

る場合については提案事業の申請の対象外ということを定めていました。これにつきまし

ては、他から補助金の交付があることをもって門前払いするというのは好ましくないので

はないかということで、その辺は審査の段階で評価すればいいのではないかということで、

「他の補助金の交付がある場合の取り扱いについて排除する」というものを要綱から削除

いたしました。 

 それから、あわせまして、前回議論があったところとしまして、第１１条２項のところ

になります。人件費の取り扱い。前回お示しした要綱の中では、その実施事業に直接かか

わる事業の人件費も除くというふうに要綱上読み取れてしまうというご指摘がございまし

たので、「人件費」の後ろに括弧書きで、第１１条２項になりますけれども、「実施決定協

働事業に直接かかわる人件費は除く」という形でただし書きを付記いたしました。 

 それから、最後に、第１４条の規定になりますが、こちらの実績報告のところです。前

回の要綱の中では、協働事業収支決算書と協働事業結果報告書、いずれも同じ日にちを提

出期限という形で定めていたのですが、収支決算書と事業結果報告書の期間をそれぞれ別

にいたしました。結果報告書につきましては、各団体がある程度評価なりをするまでに相

当期間を要するということで、収支決算書につきましては３０日以内、結果報告書につい

ては６０日という形で期間の変更をしております。 

 要綱についての主な変更点につきましては以上です。 

 久塚座長 様式の前ですけれども、いくつかの変更点、事務局から説明があったとおり

で、少し議論があったところも中に入っていますし、新宿区の中での議論を反映したもの

もありますけれども、言葉、全体的な意味でこういう事業というのを「協働事業」と言う

と。逆にいえば、「協働事業」というのをこういうふうに言うということで、以下、長い文

言を使わない形で表現をするということなど、それから、３００万円を５００万円にする。

それから、人件費について、結論からいうと文章表現の問題だったのですけれども、誤解

がないような文章表現、文案をつくっていただくということだったので、このようにした

と。それから、第１４条にあるように、成果物、あるいは決算書などですけれども、これ

については３０日・３０日じゃなくて、３０日・６０日という形にしてはどうかというの
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が案です。 

 要綱（案）についてご意見ありますか。一歩前進したなとは思うのですが。 

 あわせて、様式に入っていってよろしいですか。 

 宇都木委員 提案する団体の定義は前のほうであったよね。それと、この第４条の「区

長は、『ＮＰＯの自由な発想による……』」というのは、いわゆる市民活動団体をＮＰＯと

いうふうに読み取っていいわけね。 

 事務局 そうです。 

 宇都木委員 ＮＰＯ法人じゃなくてね 

 事務局 はい。広くＮＰＯ。例えば町会なども、あるいは地区協議会、そういったもの

も事業提案の申請団体という範囲で見ております。 

 久塚座長 審査のときに上がってきたとき、その提案のときに、提案されて動き出して

いくときに議論になることもあるかもしれませんが、できるだけ広くとらえて、そして審

査や審議の中で当委員会としての結論を得ていくという方向のほうがよろしいのでしょう

か。ということで、こうさせていただいたようですね。 

 では、様式のほうを。 

 事務局 続きまして、様式についてご説明させていただきます。前回、支援会議の中で

第１号様式から第４号様式までお示しさせていただいております。その中の第２号様式を

除く様式については特にご意見がなかったところでございますが、第２号様式については、

その審査基準とその企画書がマッチしたような形に変更したほうがいいというご意見がご

ざいました。そういったことで、できるだけ審査基準と企画書の様式が合うような形に様

式を変更しております。 

 第２号様式というところは、新・旧という形で見開きにさせていただきました。右が旧

様式、左側が新様式です。どこが変わったかというと、始めの２つ目「提案事業の目的」

までは前様式と一緒です。３つ目のところですね。そちらのほうは、評価基準で言います

と、地域課題、社会的課題、ニーズ性という評価基準がございますけれども、そこにあっ

たような形の項目を持ってきました。それに伴って、「提案事業の内容と実施方法」につき

ましては一段下げて、その下に「区の役割・責任分担」、最後から２段目に「協働の必要性」

ということで、括弧書きで「協働事業の効果・利点も含む」という形で、「協働の必要性」

までは項目を基準とマッチした形で引き直しております。 

 基準においては、事業の実現性というところで企画力・実現性・実施能力・継続能力と
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いう４つの評価項目があるわけですけれども、それについては、「ＮＰＯの企画検討能力・

事業遂行能力」という項目一本にまとめると同時に、その後ろに第４号様式等でついてお

ります「団体の概要書」といったものをあわせ持って、評価基準の事業の実現性を評価し

ていただきたいと考えております。 

 それともう１つ、企画書の様式の枚数ですが、Ａ４サイズで５ページ以内という形で、

ページの制約を設けさせていただきました。これは、こういった事業提案を先に導入して

いる自治体の例で、企画書が５０ページ、６０ページに及ぶ場合があるということがあり

ましたので、やはり５０ページ、６０ページの企画書を委員の方に評価していただくとい

うのはかなり負担が大きいということで、書類上の枚数については一定の制約を設けさせ

ていただきました。 

 様式については以上です。 

 久塚座長 事業提案企画書ですが、要領（案）の別表の審査の基準、寺尾さんの口頭説

明だと、審査の基準ということですので、皆さん方が覚えておられると思うのですけれど

も、鈴木さんのご発言だったですね。それの基準と企画書がずれていたら、企画書の中に

審査の基準が当てはまらないじゃないかというご意見が前回あって、それを反映させる形

で提案企画書をつくり直していくということです。そういうことからいえば、要領の最後

のページについた、前回ご審議いただいた審査の基準というものが反映される形で提案企

画書というのがつくられたというのが事務局の説明ということになります。よろしいです

か。 

 事務局 １点つけ加えさせていただいていいでしょうか。 

 それと、本日、同じく資料３という番号を振って、Ａ４横の様式、「協働事業提案に対す

る区担当課意見書（修正版）」というものもお示しさせていただいています。その中で、企

画力の四角の中の項目ですが、予算見積もりの点。これが、一番冒頭に、あたかもこれが

中心的な評価基準のように読み取れてしまうというご指摘がありまして、若干そこの文言

も修正させていただいていますので、そこもあわせてご審議いただければと思っています。 

 以上です。 

 久塚座長 議論の中では、いきなりこういう団体だとか、こういう企画ということがあ

り得ないので、それに向かって育てていくことも大事だよねという動きがあったと思うの

ですけれども、もちろん、それに向かってということですから、形式的に議論するだけで

なくて、ＮＰＯなど、あるいは事業を育てるという形で審査をしていくことが多分重要に
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なってくるんだろうと。 

 要領のほうは、寺尾さん、いいですか。あわせて……。 

 事務局 あわせて要領を。はい、わかりました。 

 久塚座長 先ほど審査の基準があわせて出てきたので、要領を。 

 事務局 それでは、資料４になりますが、「平成１８年度新宿区事業提案募集要領」のご

説明をさせていただきます。 

 内容につきましては、ほぼ要綱の内容に沿った形で書かれております。ここでは、先ほ

ど要綱の中では「ＮＰＯ」という言葉を持ってきておりましたが、それがわかりやすいよ

うに「市民活動団体（以下『ＮＰＯ』という。）」という形で要領の中では説明しておりま

す。 

 それともう１つ、１行追加した文言としまして、「なお書き」以下、「なお、この制度は

選定された事業を区の事業としてＮＰＯと区が協働して実施するものです」ということで、

区の事業であるということを明確化しました。 

 それから、募集期間につきましては、当初ご説明したとおり、６月１日から６月３０日

を予定しています。括弧書きで「郵送不可」という形にさせていただきました。というの

は、内容を受けるときに、若干のヒアリング等が必要になるだろうということで、直接窓

口のほうに持参いただきたいと考えています。 

 提案募集の内容については、ＮＰＯの自由な発想による事業、区からの課題に対して提

起する事業ということで募集の内容は２種類とさせていただきました。 

 募集の件数につきましては、特に要領の中では触れませんでした。 

 それから、要綱の中にも定めてあるとおり、上限額、それから、どういうものが費用に

なるかというものも要綱どおりに記載させていただいております。要綱の中にも入ってお

るのですけれども、一番下段３行、「また」以下、「協働事業の実施にあたり区が負担した

額については、協働事業実施団体が事業終了後、残余金を生じたときは、区は協働事業実

施団体に対して返還を求める場合があります」という注意書きを書かせていただきました。 

 それから、「協働事業の実施年度」のところですが、これも当初案どおりですが、「なお

書き」以下、「事業の実施は予算が成立することを条件とします」ということを明確に要領

の中に入れさせていただきました。 

 「応募資格」、それから「提案できる対象事業」については、当初案どおりです。 

 それから、「提出書類」についてなんですが、先ほどお示しした第１号様式から第４号様
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式、それ以外に「団体の定款、規約・会則等」、それから、「役員、会員名簿」「前年度活動

報告書」「前年度収支計算書」という形で提出書類を定めております。「なお書き」以下、

「新宿の登録しているＮＰＯ法人につきましては、（３）から（７）の書類は提出不要」と

させていただきました。これは、登録するときに既に提出していただいているということ

と、年１回の報告義務があるということから、提出書類から除外するということにさせて

いただきました。 

 それから、３ページになりますけれども、「審査等」。こちらのほうで、要綱に触れてい

ない部分も付記させております。どういう形で審査が行われるのかということと、その協

働事業の実施中、実施後において、事業実施団体と区並びに第三者機関として「新宿区協

働支援会議」の三者により、別に定める「協働事業評価制度」により、成果の分析、評価

を行うものとするというものも入れさせていただきました。 

 それ以降ついては、要綱記載と同じです。 

 続きまして、４ページ以下、スケジュールについてなんですが、これにつきましても、

前回、間で修正案をお示しさせていただいていますが、ほぼその形に沿っております。た

だし、１点だけ、「選考結果を区長に報告」というところがあります。上の四角から数えて

６つ目ですね。これが当初１１月下旬というふうになっていたのですが、各事業課の予算

要求等を考慮しますと、報告時期については１０月下旬じゃないと間に合わないというこ

とから、「選考結果を区長に報告」というところを１０月下旬に変更しております。これに

あわせて、冒頭で説明した支援会議の回数・開催日等につきましても設定しているという

ことになっております。 

 以上です。 

 久塚座長 要綱と重なっている部分もありますけれども、このような実施要領で実施を

するということですが、何かご質問なりご意見なりございますか。 

 宇都木委員 指定管理者制度のことをやっていて気がついたのですが、単独ＮＰＯじゃ

なくて、複数のＮＰＯないしは企業とＮＰＯが合同してというか一緒になってチームをつ

くって提案する、そういう事業もあり得るのですね。それ、このとき議論してなかったの

ではないかと思うけれども。しましたっけ？  

 事務局 応募資格については、それは明確に触れたほうがいいということで、要領の中

の「応募資格」、１行目、「ＮＰＯ等の非営利な社会貢献活動団体（複数の団体の共同提案

も可）」という形で、これは意見を反映した形になっております。 
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 宇都木委員 はい。 

 久塚座長 企業の形態もいろいろ変わってくる、ＮＰＯなども変わってくることも含め

て、単発ではあえて協働の趣旨に反することも多いだろうと。一度、細かい議論じゃない

けれども、議論はさせていただいています。 

 宇都木委員 やりましたよね。はい、わかりました。 

 久塚座長 内容が盛りだくさんで進むのですが、このままの形でずっと永遠にいくわけ

じゃなくて、常に見直しを迫られる制度なので、制度の導入後どうするかということを含

めて、事務局から案をお願いしたいのですが。 

 事務局 この新宿区協働事業提案制度についてなんですが、今までの区の内部の流れか

らご説明させていただきますと、現在、５月９日に政策経営会議を予定しております。こ

れは、区長以下、助役等も出席しまして、最終的な事業の実施について決定する機関とい

うふうに考えていただいていいと思います。５月９日の政策経営会議を経て具体的に事業

実施が決定するということになります。 

 その前段についてちょっとご説明しますと、本日４月７日ですが、今回、今日開催の協

働支援会議の各意見を反映したものを踏まえまして、４月１０日、月曜日になりますけれ

ども、協働主任幹事会というものを開きます。この協働主任幹事会というのは、新宿区で

この協働推進計画とか地域福祉計画、それから社協の計画も含みますけれども、そういう

３計画の実施に向けた検討する機関として、社協担当部長、福祉部管理課長、地域調整課

長等、管理職の方が構成メンバーになっているのですが、そういう中で事業の実施の基本

的な部分について合意をみるということになります。そこで合意を得た後、４月１８日に

なりますけれども、協働主任会議を開催します。これは、区の各部庶務担課長及び各出張

所長が構成員になっております。その中で、全庁的なこの制度の周知及び内容について何

か疑問点があればご指摘いただくという形になろうかと思います。その意見を踏まえた形

で、先ほど申し上げた５月９日の政策経営会議にかけていくことになります。 

 それから、今のところ５月中旬に予定していますが、新宿区の各部庶務担課には協働推

進委員という係長級職員がいますその者を対象この事業の説明会の開催を、５月中旬に予

定しております。最終的に、今のところ６月１日にこの制度の募集をかけるということで、

政策経営会議の話を今しましたが、その前段として、政策経営会議に上げるための調整会

議というものがございます。これは財政当局も含めた形で審議するわけですが、それにつ

いては既に済んでおります。その中で、この制度については、ある一定期間、その制度自
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体の仕組み、内容について検討して、そのあり方を見直すような機会を設けるべきではな

いかという指摘がございました。その話を受けまして、今現在、事務局のほうでは、この

制度については１８年度募集から３カ年についてはこの形で制度を実施して、３カ年終了

後にこの制度を検証し、この制度のあり方等も見直すということで、その事業の実施の中

でそういったことも踏まえた形で事業の選定をしたいと考えております。 

 以上です。 

 久塚座長 ですから、会議の中でできたこととはいえ、私たち自身が第三者からの評価

にさらされたり、制度がそういうふうになるべきなので、３年がいいのか、５年がいいの

かはわかりませんが、３年ぐらいをめどとして制度を評価し、そして改めるということが

あればもうちょっとちがった姿・形につくりかえていく。委員も変わっていくことになる

とは思いますけれども、そういう形で３カ年実施後、制度の評価見直しをやるというふう

に説明がありました。それでいいですね。 

 今までのところでほぼ審議事項、議題、議事が終わったわけですが、全体を通したこと

で、発言を忘れていたとか、あるいは思い出したということがありましたら、遠慮されな

いでご発言をお願いします。 

 では、主に様式や要綱など、制度発足に当たってということを整えていく、事務局に文

言の統一を含めてかなりばたばたと、年度末のあたりからずっとやっていただいたので、

多分、これを見てもらって大丈夫かと思いますが、そごがあるようなところがないとは限

らないので、もしそういうところがありましたら、後日訂正という形になりますけれども、

皆さん各委員の、「こことここはこうだけれども、いいの？」という指摘がありましたら、

本日じゃなくても結構ですが、ご指摘いただければと思います。 

 伊藤（圭）委員 話が戻るのですけれども、団体指定があった場合に、例えば団体指定

が２万円ぐらいあったとしますよね。そうしますと、そこの団体がほかの団体に比べて、

その団体が３０万円の申請をしていた場合に、２万円その指定があることによって、残り

の２８万円は出すわけですよね。 

 久塚座長 通った場合はですね。 

 伊藤（圭）委員 そうすると、指定があるところとないところと比べて、あるところが

かなり有利ということになるのでしょうか。 

 久塚座長 丸々とうらないからということですか。有利というのは。 

 伊藤（圭）委員 審査に通りやすいということになるのでは。 
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 事務局 規定の決まりとしては、その寄附金については最大限尊重するという話なので、

例えば３０万円の募集があっても、５万円の寄附があったからといって３０万円認めるの

ではなくて、１５万円で切っちゃっても構わないわけですよね。ただ、その寄附者の意向

は何らかの形で尊重していただきたいとは思いますが、必ずそこの団体に寄附金を指定し

なければいけないということではないので、その辺の審査の判断というところでは極めて

難しい点はあるかと思います。 

 久塚座長 利益になるというか、有利なポジションに立つということでは全くないとい

うのが了解されていることだと思います。ただ、指定されたものがあるよということでと

どまるということです。 

 委員 わかりました。 

 久塚座長 だから、実際議論していくときに難しいことは出てくると思いますよ。ある

程度の事業規模でやりたいというのに、ちっぽけなお金しかないのだけども指定があった

と。これだけつけてやっても何もできないよ。みたいな話になってくると、回りをつけな

なくては、なみたいなことが出てくる。ただ、回りをつけなくてはというときには、やは

り先に団体指定があったからではなしに、プレゼンテーションなり、あるいは事業なりが

すぐれているのでつけなきゃなという話に流れていくということですよね。 

 伊藤（圭）委員 わかりました。 

 久塚座長 いいですね。そうしないと、おかしいことが幾らでもでてきてしまう。少額

の指定給付をもらうことによって誘導するということが起こりかねないので、それはなし。

だれがどのような質問をどこからかけてきても、きちんと答えられる透明性は持っていか

なきゃいかんと思いますね。 

 小原委員 指摘ではないのですが、ここで思ったことを一言言わせていただきたいんで

すが。いろいろ言ったことは直していただいて、だいぶいい案になってきたとは思うので

すが、１つ残念なのは、いろいろな会議を踏まえた上でないと募集がかけられないことと、

１０月までに区長に報告しないと来年の予算に入らないというスケジュールもわかるんで

すが、これに応募するであろう、例えば区民会議をやっている方とか、地区協議会の方と

か、大体ＮＰＯの方も地元でやっている方はそういうところに今一生懸命入り込んでやっ

ているわけですね。一生懸命協働しようと思って。その人たちが、区民会議の提言が先ほ

どの話で６月２５日なのですね。多分、こういう制度があっても、２５日に発表しなきゃ

いけないので、それどころじゃない状況なんですよ。それから、地区協議会もたしか６月
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までに都市マスタープランの何とかというのも提言しなきゃいけないというのがありまし

て、区の都合もあるのはわかるのですけれども、どういうところに活用してほしかったか

という原点に立ち戻って、全体的なスケジュールでもうちょっとやってもらうと。つまり、

区民会議の最終提言が終わって、１０月まで一応その会が今度どういうふうに反映される

かと見守っていく間のところで、こういう制度を使って、じゃあ、この部分は私たちが担

おうかという機運が高まったところでこういうのが出てくると、それで行こうみたいなの

があったと思うのですが、そこがちょっともったいなかったなと。やはり、そういう全体

的な、ここの計画だけで動いちゃったようなところがもったいなかったなと。今後見直し

ていただきたいというふうに思います。 

 久塚座長 わざわざ説明することじゃないのですが、同じようなことを区でもやってい

ますというんであれば、組み合わせがうまくいけば予算化まで含めてきちっと流れていく

んだろうと思います。事前の説明、それから次年度の区民会議というかそういう流れ、そ

れからこれの広報の仕方を含めて、うまく絡んでいけるようなかたちになれば。もちろん、

区民会議というのはこれだけじゃないけれどもね。 

 事務局 ちょっといいですか。 

 この制度につきましては、決定した段階でその区民会議なりそういった地区協議会に広

く周知していきたいというのを考えております。それとあわせまして、この制度自体につ

いては、この形で３カ年間やらせていただきます。したがいまして、継続的にこういった

仕組みなり、そういったものを今、地区協議会なり区民会議の方々に考えていただいて、

次年度以降そういった報告提案ができるようにぜひまとめていただきたいと。 

 これはちょっと、個人的な見解が入りますけれども、地区協議会とそのＮＰＯが協働し

て提案、そういったものが出てくると、非常に広がる制度かなというふうに思っておりま

す。 

 以上です。 

 宇都木委員 ３年といっても、理論上５年かかる。まあ、実際にはなかなか実際には難

しい面もある。 

 久塚座長 考えるだけで……（笑）。 

 宇都木委員 そうじゃなくて、今、小原さんが言われたことはよくわかるけれども、じ

ゃあ、そういうものを本当にみんなが同じタイミングでやったらどこまでできるのだろう

か、これもまた難しいよね。実際はね。だから、そういうものを私たちのほうから積極的
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に活用して広めていくことが次のことにかかわってくると思うから、できるところはやっ

ていけばいいんで、議論が違うと思うのだよね。多分、区民会議でやっている議論と、こ

の提案制度だとかというのと、もともとの考え方がね。組み立てがちょっと違っていると

思うのですよ。実際には、今言った上限が決まって、件数も決まっているから、どの程度

具体化できるところがあるかというのが……。区からもこういうことをこの段階で提案し

てほしいというのも出てくるし、区民の側は全く無関係に出してくるし。今の区民会議と

の関係でいうと、区民会議のほうの今の進め方、とりあえずそういうことを念頭に置いて

やっているわけじゃないだろうから。ただ、いろんな提案はどんどん出してほしいという

ことでやっているのだろうから、どこかでぶつかるところは積極的にぶつかってもらえば

いいと思うんですよね。 

 伊藤（清）委員 僕らが区民会議の中でみんなに言っていることは、いろんな問題が出

てくる。解決しなきゃいけない問題が出てくる。例えば、公園なんかいろいろあるのだけ

れども、そういう整備だとか、それから、公園の管理だとか、防犯上の問題だとかという

のも、こういう提案制度の中で事業としてみんなが考えればいいこともあるんじゃないの

とか、そういう示唆はするけれども、それを具体的にどう落とし込むかとか、どんな計画

にするだとかということは、僕はまだそこまでは言わなけど。そういうふうに、みんなが

話している中で、自転車の問題もいろいろあったりするのだけれども、そういうのも自分

たちの中でこうすればいいのではないのということを考えてやっていけばいいのでは。 

 久塚座長 そこで、伊藤さんのそういう発言やアドバイスを聞いて、乗っかってやる人

と、そのまま通り抜けちゃう人というのが出てくるんだよ。 

 これは以前から言われているけれども、会計年度だとか報告書を上げるというのは、お

役所だから仕方がないと言えば仕方がないけれども、複数年にわたって実施するような場

合には、単年度、単年度の会計報告でお金を余らせても、翌年度に積極的に使えるような

仕組みも。その点については、幅が広がるようになってきたので、これから新宿区でも完

全にゼロ円にせずに、残ったのは次年度へという話もどんどん積極的に実現できるのでは

ないかなとは思います。 

 小原さんのご発言は、柔軟性をどこまで持たせるかということで、事務局のほうも、そ

れと同時に、早目に広報するということも大事だし、説明会をするということも大事だと。

そういうことを含めて確認しておいてください。 

 宇都木委員 ちょっと意地悪く言うと、それは行政がちゃんとすることも含めて、青写
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真を出して、こういう制度があります、こういう制度もありますというのをちゃんと示し

てやるというのは、縦割りじゃなく、市民側に立った親切な広報だとか制度の紹介だとか。

ちょっと意地悪で言うと。この部はそういうことをやるところだからやるでしょう？ 

 事務局 一応私どものセクションでは、区のそういった助成金関係については、一括し

て１カ所のホームページでご紹介させていただいて、各課の該当部分へリンクするような

形でご紹介させていただいています。社協さんのも一緒にあわせてご紹介させていただい

ています。 

 久塚座長 １８年度と書いたフロッピィディスクを持っていても、間に合わなかったか

らといって、１９年度を目がけて今からキーボードをたたくかというと、実はそうじゃな

くて、ぎりぎりにならないと様式集に書き込まないのだよね。だから、やはりＮＰＯにし

ても、研究所にしても、補助金が欲しいということであれば、乗り遅れた瞬間に次年度の

様式の中に書き込むくらいの勢いが欲しいですよね。 

 鈴木委員 頭の中でプランができればいいのかなという話で。 

 久塚座長 こういうのってダウンロードしてできるわけですか。 

 事務局 はい、そういう形で出します。 

 久塚座長 大丈夫だよね。そこまで難しいことではない。昔みたいに手書きだとか切り

張りだとかそういうのだと大変になる。昔、文部科学省に出すのは、僕らは大変だったよ。

線をうってコピーを小さくして張りつけて、見えないようにきれいにコピーして。今は随

分便利になっている。 

 鈴木委員 それはいつから広報にだされる予定ですか。 

 久塚座長 広報はいつからですか。 

 事務局 今のところ、５月中旬以降になろうかと思います。９日に決定しまして、それ

から最終的な要綱等の詰めをしなきゃいけませんので、恐らく５月１５日号、もしくは２

５日号のいずれかになろうかと思います。その広報開始後の募集期間中に２回ないし３回

ぐらいの説明会を開催したいと思います。それと、それまでにこの募集をするための、こ

の募集要領だけじゃなくて手引もつくらなくてはと思っていますＮＰＯ活動資金助成金の

ほうも申請をするための手引として冊子をつくっておりますので。そういった冊子もそれ

に間に合わせるように頑張ります。 

 小原委員 「こういう制度が始まるらしいよ」みたいなのはどうなのですか。 

 事務局 それはもう言っていただいても差し支えありません。 
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 久塚座長 だって、傍聴に来ている人がいるのだから。 

 伊藤（清）委員 そうそう、何のために傍聴を……。 

 事務局 １８年度予算議会で基本方針の中でも言っております。 

 宇都木委員 これ、やることは決まったのだよ。前に。あとは具体的な様式とか…これ、

１回議論して、来年度に。だから、予算がついたのだから。もうやりましょうと。 

 小原委員 一般の人にいつ紹介してくれるのかなと思った……。 

 久塚座長 もういいよ。友達にはどんどんと。 

 宇都木委員 みんな紹介してくれるよ。出してくれるのでしょう。さっき言ったように。

２５日はもう一遍これが出てくるのかな。 

 事務局 はい、これを議題にしております。 

 宇都木委員 わかりました。 

 久塚座長 だから、次は結構盛りだくさんですよね。 

 事務局 はい。次回はこれの審査の方法とか、具体的な取り組みについて審議していき

たいと思います。それとあわせて、一次書類選考が終わった後に、具体的な提案制度の審

査の仕方とかについて検討いただきます。 

 久塚座長 だから、２つですよね。点数化されたもので、１５団体に絞るのは、これで

いいかという議論と、今言ったのと。 

 宇都木委員 事前調整をやるわけでしょう？ 主管課と応募したところは。だから、そ

こが問題なのだよね。本当を言うとね。そこでだめな場合は持ってこなくなる。 

 久塚座長 だから、それが結局、昨年度やった第三者評価のところで、どっちから見た

ときにどうだと言ったときに、ＮＰＯから見たときに行政がどう見えたということで、や

はり第三者がそれに対してはあまりにも行政のほうとマッチがうまくいかなかったという

ことが強く出てくれば、やはり制度自体を手直しする話というのは議題として上がってく

るのだろうと思うんですね。 

 宇都木委員 よっぽどめちゃくちゃじゃない限りは、大体出しておいて、それで一応の

審査基準は審査基準としても、予備審査みたいなところでやって、これはというのはしよ

うがないとしても、そうでないものは、原則はできるだけ対象にしていく方向で。 

 久塚座長 内容に入るということで。 

 宇都木委員 そうしないと、それぞれの担当部局によって物すごく違いが出ちゃうと思

うのだよね。優先順位をはなから決めているところは、それを優先して…。例えばここの
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何とか課はこれとこれというふうに優先順位を決めて、それ以外はみんな落としちゃうと

いうことはあり得ることなので。いい提案があっても、それは今年はだめですというのは

あり得ることだから、参画協働という広い視野で物を考えると、あまり絞っちゃってもい

けないので、そういうときは予備審査みたいなところをやって、そこに担当課が来て、議

論して、できるだけ公開してあげるということにしないと、だんだん提案しなくなっちゃ

うよね。するほうは何も関係なくしてくるわけだから。応募資格にこれが該当するよねと

いうので出すわけだからね。 

 伊藤（清）委員 重要なのは、いろんな課があって、予算をつくっているかどうかは知

らんけれども、５００万円もつけて５、６団体だったら、全くかかわってこない課もいっ

ぱいあるわけだよね。そうすると、次年度に対してそういうところは本当にどうなのだろ

う、本当に取り入れる気があるのかとか、それが懸念されるところになってくるんだよね。 

 久塚座長 両方ですよね。やはり宇都木さんが言ったみたいに、出したけれどもだめで、

それでやる気をそぐというのも問題だし、私たちの目にかからないというか、そもそも姿

が見えない形のものというのは議論しづらいことになるので、出てきて消えるというのは

「なぜですか」と言えるけれども、そもそも出てきづらいとか、姿が見えないものも…… 

 事務局 提案自体は事業課が受け付けるのではなくて、私どものセクションが受け付け

るわけです。 

 久塚座長 だから、提案が来る前のところでね。 

 宇都木委員 だから、受け付けして、担当部署に一回、回るわけでしょう？ 

 事務局 回るというか、そこでは審査しないです。 

 宇都木委員 審査しないけれども、該当しないことが起きることじゃないですか。 

 事務局 それは各事業課がコメントを書いて、それのコメントを支援会議委員の皆さん

と、あと区から入ってくる審査委員で評価するということです。 

 久塚座長 新宿区のほうではそういうことはないと思いますけれども、何かが協働とい

うことについて誤解とか行き違いがあるのであれば、それがいい方向にいくような形をつ

くり上げていくということをすればいいんで。ただ、できるだけ広く流れていくようにす

るためには、この委員会というのは、やはり広く受けながらも、審査基準をきっちり設け

て審査していくという重要な仕事を担うので、今年１年、体に気をつけてよろしくお願い

いたしたいなと。それで１回ぐらい代行を頼もうかなと。 

 少し急ぎましたけれども、今日の形式的なことや要件についての議論がほぼ終わりまし
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た。次回開催は、先ほど事務局からありましたとおり、５月２６日の金曜日。何時？ 

 事務局 時間は午後２時からです。場所は、開催通知にもう１回書きますけれども、た

しか第３委員会室だったと思います。 

 久塚座長 ということです。 

 では、第１回目、少し時間が長くなりましたけれども、ありがとうございました。 

 事務局 それと１点。基金のほうの助成申請ですけれども、皆さんにそれぞれ申請書を

お送りしたときに、その内容について疑義が生じた場合については各団体に直接問い合わ

せていただいて結構です。前回もそういう形でやりましたけれども、うちが仲介してもい

いですし、直接問い合わせていただいても結構です。 

 久塚座長 それは直接ヒアリングに行ってもいいということだったと思います。 

では、終わります。 

 事務局 ありがとうございました。 

―― 了 ―― 
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